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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載

しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第53期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。 

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第２四半期 
連結累計期間

第54期
第２四半期 
連結累計期間

第53期

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成23年３月31日

自  平成23年10月１日 
至  平成24年３月31日

自  平成22年10月１日
至  平成23年９月30日

売上高 (百万円) 16,372 15,290 35,460 

経常利益 (百万円) 2,151 2,132 4,256 

四半期(当期)純利益 (百万円) 1,634 1,155 3,382 

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,028 2,669 2,606 

純資産額 (百万円) 20,826 23,440 21,210 

総資産額 (百万円) 33,390 34,527 31,983 

１株当たり四半期(当期) 
純利益金額 

(円) 84.13 59.46 174.08 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 59.7 64.7 63.6 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 340 1,671 3,208 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △254 △534 39 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 450 △206 △1,755

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) 4,699 6,617 5,224 

回次
第53期

第２四半期 
連結会計期間

第54期
第２四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成23年１月１日
至  平成23年３月31日

自  平成24年１月１日 
至  平成24年３月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 37.10 27.83 

― 2 ―



  

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容について、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。  

（新設分割） 

当社は、平成23年７月25日の取締役会決議及び平成23年８月26日開催の臨時株主総会の承認に基づき、

平成23年10月３日付けで、当社の抵抗溶接機器・各種溶接機器の製造販売に係る事業を会社分割により分

社化して持株会社体制に移行することといたしました。また同日付で、商号を「OBARA GROUP株式会社」

に変更し、引き続き持株会社として上場を維持し、分割により設立する新会社については商号を「OBARA

株式会社」とし、本件事業を承継させております。 

  

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、新たに締結又は変更、解約した経営上の重要な契約等はありませ

ん。 

  

(1)経営成績の分析 

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、米国経済が緩やかな回復基調にあるものの、アジア地

域における景気拡大スピードの軟化や欧州諸国における財政の先行き不透明感を通じた金融面への影響な

どにより、全体として混沌とした状況で推移しました。 

 我が国経済につきましては、依然として楽観できない状況が続いたものの、個人消費や企業の生産活動

に一部回復の動きが見られるとともに、2012年２月以降は外国為替市場における円高が改善に向かうな

ど、上向きの動きが見られました。 

 このような状況のもと、当社グループと深く関わる自動車業界につきましては、アジア地域での自動車

需要の拡大を背景として設備の増強が行われるとともに、生産活動についても活発な動きが見られまし

た。一方、同じく当社グループと深く関わるエレクトロニクス業界では、民生用エレクトロニクス製品の

減速傾向を受け、設備投資及び生産活動は、落ち着いた状況となりました。 

 当社グループは、このような経営環境に対応するため、各市場動向に応じ、設備品及び消耗品の拡販に

努め、ローカルニーズの製品開発を加速させるとともに、技術革新・次世代装置など高付加価値製品の開

発にも注力してまいりました。 

 以上の結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高152億90百万円(前年同期比6.6％減)、営業利

益18億98百万円(前年同期比8.7％減)、経常利益21億32百万円(前年同期比0.9％減)、四半期純利益は、少

数株主利益の増加、関係会社整理損失引当金繰入などにより、11億55百万円(前年同期比29.3％減)となり

ました。 

  

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 溶接機器関連事業 

 溶接機器関連事業につきましては、取引先である日系・アジア系自動車メーカーにおいて、アジア地域

を主体に積極的な増産投資が行われ、自動車メーカー各社の高水準な生産活動が継続される中、当部門と

して設備品の需要拡大への対応並びに消耗品の拡販に努めたことなどにより、業績は好調に推移しまし

た。 

 この結果、部門売上高は108億70百万円(前年同期比24.5％増)となり、部門営業利益は20億15百万円(前

年同期比91.8％増)となりました。 
  

② 平面研磨装置関連事業 

 平面研磨装置関連事業につきましては、取引先であるシリコンウェーハなどのエレクトロニクス関連素

材において、設備投資及び生産活動の軟調傾向の中、一部回復の兆しも見られました。このような環境の

下、当部門として設備品及び消耗品の拡販活動を各業界へ展開し、受注高では当第１四半期比増加傾向と

なりましたが、製品リードタイムの関係から売上面への寄与は限定的なものとなりました。 

 この結果、部門売上高は44億21百万円(前年同期比42.2％減)、部門営業利益は45百万円(前年同期比

95.6％減）となりました。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

― 4 ―



  
（補足） 

 平成23年10月３日付の持株会社体制への移行に伴い、当期より報告セグメントに配分していない全社費

用（１億61百万円）が発生しております。 

  

(2)財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末における総資産は345億27百万円と、前連結会計年度末と比べて25億44百

万円増加いたしました。現金及び預金が15億94百万円、有価証券が２億72百万円、棚卸資産が５億16百万

円、その他流動資産が２億２百万円増加したことなどによります。 

負債は、110億87百万円と、前連結会計年度末に比べて３億14百万円増加いたしました。支払手形及び

買掛金が５億94百万円、賞与引当金が１億99百万円減少した一方で、短期借入金が３億52百万円、その他

流動負債が７億57百万円増加したことなどによります。 

純資産は234億40百万円と、前連結会計年度末に比べて22億29百万円増加いたしました。利益剰余金が

７億66百万円、少数株主持分が２億38百万円、円安により為替換算調整勘定が11億61百万円増加したこと

などによります。 

  
(3)キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物の残高は66億17百万円と、前連結会計年度末

と比べて13億93百万円増加いたしました。 

営業活動により得られたキャッシュ・フローは、16億71百万円となりました。税金等調整前四半期純利

益が20億31百万円、減価償却費及びその他の償却費が２億80百万円、売上債権の減少額が８億38百万円、

前受金の増加額が３億37百万円となった一方、賞与引当金の減少額が２億25百万円、未収入金の増加額が

２億76百万円、仕入債務の減少額が８億８百万円、法人税等の支払額が５億39百万円発生したことなどに

よります。 

投資活動により支出したキャッシュ・フローは５億34百万円となりました。定期預金の純増加額が１億

27百万円、有形固定資産の取得による支出が３億４百万円、投資有価証券の取得による支出が１億24百万

円発生したことなどによります。 

財務活動により支出したキャッシュ・フローは２億６百万円となりました。短期借入金の増加額が２億

44百万円となった一方、配当金の支払額が３億88百万円、少数株主への配当金の支払額が51百万円発生し

たことなどによります。 

  
(4)事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありませ

ん。 

  
(5)研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は３億34百万円であります。 

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。 
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(6)従業員の状況 

①連結会社の状況 

 当第２四半期連結累計期間において、連結会社の従業員の著しい増減はありません。 

②提出会社の状況 

当第２四半期連結累計期間において、平成23年10月３日付けで会社分割を行い、181名減少して21名

となっております。 
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

  

(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 38,000,000 

計 38,000,000 

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成24年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成24年５月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 20,869,380 20,869,380 
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株であります。

計 20,869,380 20,869,380 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成24年３月31日 ― 20,869,380 ― 1,925 ― 2,370 
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(6) 【大株主の状況】 

平成24年３月31日現在 

 
(注)  上記のほか、自己株式1,438,441株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合6.89％）を保有しております。 

  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

 
(注) 「単元未満株式」には、自己株式41株を含めて表記しております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

有限会社馬込興産 東京都大田区中馬込１丁目10番21号 3,199 15.33 

小原 博 東京都大田区 2,263 10.84 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,017 4.87 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 761 3.64 

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) SUB 
A/C AMERICAN CLIENTS 
（常任代理人 香港上海銀行東
京支店） 

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14

5NT, UK 
（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 

702 3.36 

小原 康嗣 東京都大田区 611 2.93 

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 369 1.77 

小原 範子 東京都大田区 304 1.45 

OBARA従業員持株会 神奈川県綾瀬市大上４丁目２番37号 237 1.13 

吉田 史子 東京都大田区 218 1.04 

計 ― 9,687 46.41 

  平成24年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式 1,438,400

― ―

(相互保有株式)
普通株式 29,100

― ―

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

19,311,500 
193,115 ―

単元未満株式 
普通株式 

90,380 
― ―

発行済株式総数 20,869,380 ― ― 

総株主の議決権 ― 193,115 ― 
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② 【自己株式等】 

平成24年３月31日現在 

 
  

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)           
 OBARA GROUP㈱ 

神奈川県大和市中央林間
３丁目２番10号 1,438,400 ― 1,438,400 6.89 

(相互保有株式)  
 倉光合金工業㈱ 

東京都大田区西糀谷
３丁目23番15号 29,100 ― 29,100 0.13 

計 ― 1,467,500 ― 1,467,500 7.03 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成24年１月１

日から平成24年３月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年10月１日から平成24年３月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。 

  

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,198 8,792

受取手形及び売掛金 8,755 ※３  8,452

有価証券 32 305

商品及び製品 3,370 3,700

仕掛品 1,248 1,117

原材料及び貯蔵品 1,745 2,063

その他 1,133 1,336

貸倒引当金 △352 △397

流動資産合計 23,132 25,370

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,718 2,797

土地 3,217 3,262

その他（純額） 1,285 1,407

有形固定資産合計 7,221 7,468

無形固定資産   

その他 235 244

無形固定資産合計 235 244

投資その他の資産   

投資有価証券 585 656

その他 857 842

貸倒引当金 △49 △53

投資その他の資産合計 1,393 1,445

固定資産合計 8,850 9,157

資産合計 31,983 34,527

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,611 ※３  3,017

短期借入金 1,627 1,980

1年内返済予定の長期借入金 16 15

未払法人税等 432 436

賞与引当金 574 374

その他 2,585 3,342

流動負債合計 8,847 9,167

固定負債   

長期借入金 75 67

退職給付引当金 133 147

役員退職慰労引当金 58 59

その他 1,658 1,646

固定負債合計 1,925 1,920

負債合計 10,773 11,087
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,925 1,925

資本剰余金 2,373 2,373

利益剰余金 20,170 20,937

自己株式 △1,077 △1,077

株主資本合計 23,392 24,159

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 49 112

為替換算調整勘定 △3,088 △1,926

その他の包括利益累計額合計 △3,039 △1,814

少数株主持分 857 1,095

純資産合計 21,210 23,440

負債純資産合計 31,983 34,527
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年10月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 16,372 15,290

売上原価 11,507 10,592

売上総利益 4,865 4,697

販売費及び一般管理費 ※１  2,786 ※１  2,799

営業利益 2,078 1,898

営業外収益   

受取利息 35 52

受取配当金 3 4

為替差益 0 159

受取地代家賃 27 22

その他 63 58

営業外収益合計 130 298

営業外費用   

支払利息 26 30

その他 30 33

営業外費用合計 57 64

経常利益 2,151 2,132

特別利益   

貸倒引当金戻入額 23 －

移転補償金 109 －

特別利益合計 132 －

特別損失   

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 69 －

関係会社整理損失引当金繰入額 － ※２  100

特別損失合計 69 100

税金等調整前四半期純利益 2,214 2,031

法人税、住民税及び事業税 301 735

法人税等調整額 200 △51

法人税等合計 501 683

少数株主損益調整前四半期純利益 1,713 1,348

少数株主利益 78 192

四半期純利益 1,634 1,155
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年10月１日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,713 1,348

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 23 62

為替換算調整勘定 291 1,259

その他の包括利益合計 315 1,321

四半期包括利益 2,028 2,669

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,925 2,379

少数株主に係る四半期包括利益 102 289
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年10月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,214 2,031

減価償却費及びその他の償却費 334 280

貸倒引当金の増減額（△は減少） 42 17

賞与引当金の増減額（△は減少） △101 △225

受取利息及び受取配当金 △39 △56

支払利息 34 30

移転補償金 △109 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 69 －

関係会社整理損失引当金の増減額（△は減少） － 100

売上債権の増減額（△は増加） △912 838

たな卸資産の増減額（△は増加） △975 △65

未収入金の増減額（△は増加） △192 △276

仕入債務の増減額（△は減少） 50 △808

前受金の増減額（△は減少） 556 337

その他 △40 △15

小計 929 2,187

利息及び配当金の受取額 39 58

利息の支払額 △33 △35

法人税等の支払額 △594 △539

営業活動によるキャッシュ・フロー 340 1,671

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △2,025 △1,984

定期預金の払戻による収入 1,805 1,856

有形固定資産の取得による支出 △162 △304

有形固定資産の売却による収入 41 3

投資有価証券の取得による支出 △3 △124

投資有価証券の売却及び償還による収入 100 17

その他 △10 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △254 △534

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 705 244

長期借入金の返済による支出 △20 △11

自己株式の取得による支出 △0 △0

自己株式の売却による収入 － 0

配当金の支払額 △194 △388

少数株主への配当金の支払額 △39 △51

財務活動によるキャッシュ・フロー 450 △206

現金及び現金同等物に係る換算差額 76 463

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 613 1,393

現金及び現金同等物の期首残高 4,086 5,224

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１  4,699 ※１  6,617
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【継続企業の前提に関する事項】 

 該当事項はありません。 

  

  

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】 

  

 
  

【会計方針の変更等】 

 該当事項はありません。 

  

  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

 該当事項はありません。 

  

【追加情報】 

  

 
  

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年10月１日  至  平成24年３月31日)

(1) 連結の範囲の重要な変更 

第１四半期連結会計期間において、OBARA株式会社(旧社名)は、平成23年10月３日付けで新設分割を行い、

同日付でOBARA GROUP株式会社へ商号を変更し、新設会社の商号をOBARA株式会社として連結の範囲に含めてお

ります。 

(2) 変更後の連結子会社数 

22社 

 

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年10月１日  至  平成24年３月31日)

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用) 

 第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

(連結納税制度の適用) 

 第１四半期連結会計期間より連結納税制度を適用しております。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

前連結会計年度 
(平成23年９月30日)

当第２四半期連結会計期間 
(平成24年３月31日)

 

 ３       ＿＿＿＿＿＿ 

  

１ 受取手形割引高 530百万円

２ 裏書手形譲渡高 375百万円

 
 

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形 

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、満期日に決済が行われたものとして処理し

ております。 

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形を満期日に決済が行われたものとして処理

しております。 

１ 受取手形割引高 145百万円

２ 裏書手形譲渡高 172百万円

 

 受取手形 86百万円

 支払手形 6百万円

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年10月１日  
  至 平成23年３月31日)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年10月１日  
  至 平成24年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は  

  次のとおりであります。 

 

 ２       ＿＿＿＿＿＿ 

給料及び賞与 793百万円

賞与引当金繰入額 166百万円

貸倒引当金繰入額 61百万円

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は  

  次のとおりであります。 

 

 
清算予定の在外連結子会社について、主に清算時

の為替換算調整勘定取崩しにより生じる損失に備え

るため、損失見込額を計上しております。 

給料及び賞与 751百万円

賞与引当金繰入額 163百万円

貸倒引当金繰入額 48百万円

 
※２  関係会社整理損失引当金繰入額 100百万円

(自  平成22年10月１日 
至  平成23年３月31日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年10月１日 
至  平成24年３月31日) 

当第２四半期連結累計期間

※１  現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間

末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成23年３月31日現在)

現金及び預金勘定 7,138百万円

取得日から３か月以内に満期の到
来する短期投資(有価証券) 

37百万円

計 7,176百万円
預入期間が３か月を超える 
定期預金 

△2,476百万円

現金及び現金同等物 4,699百万円

※１  現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間

末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成24年３月31日現在)

現金及び預金勘定 8,792百万円

取得日から３か月以内に満期の到
来する短期投資(有価証券) 

175百万円

計 8,967百万円
預入期間が３か月を超える 
定期預金 

△2,349百万円

現金及び現金同等物 6,617百万円
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(株主資本等関係) 

前第２四半期連結累計期間(自  平成22年10月１日  至  平成23年３月31日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

 
  

３．株主資本の著しい変動 

 株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

当第２四半期連結累計期間(自  平成23年10月１日  至  平成24年３月31日) 

１．配当金支払額 

  

 
  

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間の末日後となるもの 

 
  

  

３．株主資本の著しい変動 

 株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年12月24日 
定時株主総会 

普通株式 194 10 平成22年９月30日 平成22年12月27日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月９日 
取締役会 

普通株式 194 10 平成23年３月31日 平成23年６月14日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年12月22日 
定時株主総会 

普通株式 388 20 平成23年９月30日 平成23年12月26日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月７日 
取締役会 

普通株式 194 10 平成24年３月31日 平成24年６月12日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成22年10月１日  至  平成23年３月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １ セグメント利益の調整額△８百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  平成23年10月１日  至  平成24年３月31日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) １ セグメント利益の調整額△163百万円には、セグメント間取引消去△２百万円及び報告セグメ 

         ントに配分していない全社費用△161百万円が含まれております。なお、第１四半期連結会計期 

         間から、持株会社体制に移行したことに伴い、当社において新たに報告セグメントに帰属しな 

         い全社費用が発生しております。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。 

  

  (単位：百万円) 

 
報告セグメント

調整額
（注）1

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２

溶接機器 
関連事業

平面研磨装置
関連事業

計

売上高  

  (1)外部顧客への売上高 8,728 7,644 16,372 ― 16,372 

  (2)セグメント間の内部 
     売上高又は振替高 2 0 3 △3 ― 

計 8,731 7,644 16,376 △3 16,372 

セグメント利益 1,050 1,035 2,086 △8 2,078 

  (単位：百万円) 

 
報告セグメント

調整額
（注）1

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２

溶接機器 
関連事業

平面研磨装置
関連事業

計

売上高  

  (1)外部顧客への売上高 10,869 4,420 15,290 ― 15,290 

  (2)セグメント間の内部 
     売上高又は振替高 1 0 2 △2 ― 

計 10,870 4,421 15,292 △2 15,290 

セグメント利益 2,015 45 2,061 △163 1,898 
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(金融商品関係) 

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  

(有価証券関係) 

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。 

  

(企業結合等関係) 

 重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

項目 (自  平成22年10月１日 
至  平成23年３月31日) 

前第２四半期連結累計期間
(自  平成23年10月１日 
至  平成24年３月31日) 

当第２四半期連結累計期間

   １株当たり四半期純利益金額 84円13銭 59円46銭

    (算定上の基礎) 

    四半期純利益金額(百万円) 1,634 1,155 

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 1,634 1,155 

    普通株式の期中平均株式数(株) 19,431,101 19,431,032 
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第54期（平成23年10月１日から平成24年９月30日まで）中間配当について、平成24年５月７日開催の取

締役会において、平成24年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うこと

を決議いたしました。 

      ①中間配当金の総額               194百万円 

      ②１株当たりの中間配当額              10円 

      ③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成24年６月12日 

  

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成24年５月11日

OBARA GROUP株式会社 

取 締 役 会   御 中 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

OBARA GROUP株式会社の平成23年10月１日から平成24年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計
期間(平成24年１月１日から平成24年３月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年10月１日から平
成24年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを
行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、OBARA GROUP株式会社及び連結子会社の平
成24年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ
た。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    鈴    木    裕    司    印 

指定有限責任社員
業務執行社員 

公認会計士    大    野    祐    平    印 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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